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はじめに 

１ 岐阜市公共施設白書の作成の目的 

 

わが国では、戦後復興期から高度成長期の経済や人口の急激な拡大に合わせ

て、全国的に道路や橋りょう、公共建築物など数多くの社会資本の整備が進み、

これらが日本の高度経済成長の土台となり、市民サービスの礎となってきまし

た。 

一方、それから数十年を経過した今日、これらの社会資本が一斉に耐用年数

を迎えつつあり、これらをどのように維持更新していくのか、厳しい財政状況

の中でどのように費用を捻出していくのかが喫緊の課題となっています。その

ため、他の自治体の中には、その保有する公共施設について更新する時期やそ

の費用を明らかにし、効果的な対応を検討することに取り組んでいるところが

あります。 

本市においても、高度経済成長期の人口増加に呼応して、昭和 50年代に小中

学校校舎をはじめ多くの建築物や道路などの社会資本が整備されています。近

い将来、これらの公共施設が耐用年数を一斉に迎え、多額の更新費用が必要と

なるのではないかと危惧されるところです。 

そこで、本市が保有する公共施設について、更新時期やその費用を市全体と

して把握し、今後の効果的な対策を検討するための基礎資料とすることを目的

として、岐阜市公共施設白書（以下「白書」といいます。）を作成するものです。 

  

２ 白書の対象 

 

 本市においては、道路や橋りょう、上下水道の管路等の都市基盤であるインフ

ラ※１資産について、すでに更新計画を策定し、計画的に更新を行っています。 

 一方、教育施設や福祉施設、あるいは文化施設などの建築物については、そ

れぞれ所管する部局において適切な維持管理を図っていますが、市全体の更新

計画は策定されていません。 

そこで、白書では、主に、平成 24年 4月 1日時点の建築物のうち、行政財産

※２である建築物と普通財産の競輪場を対象に更新時期やその費用を把握するこ

ととします。 

なお、試算にあたっては、この建築物を現状規模のまま耐用年数を迎える年

に更新することとしています。 

 

※１ インフラ：インフラストラクチャーの略称。道路・鉄道・ダムなどの産業基盤の社会資本、

及び学校・病院・公園等の生活関連の社会資本等を表します。本書では道路や橋りょう、

上下水道の管路といった、建築物ではないものを示します。 

※２ 行政財産とは公用又は公共用に供し、または供することを決定した財産をいい、普通 

   財産とは行政財産以外の一切の財産をいいます。（地方自治法 238 条４項） 

 



 

 

 

 

目 次 

 

第１章 岐阜市の概要 ................................................ 1 

  １ 市の人口 .................................................... 2 

   （１） 人口の推移と将来推計 .................................. 2 

   （２） 人口構成の推移と将来推計 .............................. 3 

   （３） 人口集中地区の状況 .................................... 3 

  ２ 市の財政状況 ................................................ 4 

   （１） 歳入 .................................................. 4 

   （２） 歳出 .................................................. 5 

   （３） 財政の健全度 .......................................... 6 

 

第２章 建築物の現状 ................................................ 7 

  １ 建築物の区分 ................................................ 8 

  ２ 施設区分ごとの棟数と延床面積 ................................ 9 

  ３ 建築年度ごとの延床面積 ..................................... 10 

  ４ 耐震化の実施状況 ........................................... 11 

 

第３章 将来の更新費用に関する試算 ................................. 13 

  １ 建築物の更新費用の試算 ..................................... 14 

  ２ インフラ資産を含めた市全体の更新費用の試算 ................. 18 

 

第４章 更新費用における一般財源及び市債の償還金の試算 ............. 19 

  １ 一般財源及び市債の試算方法 ................................. 20 

  ２ 一般財源の試算 ............................................. 22 

  ３ 市債の償還金の試算 ......................................... 23 

  ４ 将来における本市の負担額の試算 ............................. 24 

 

第５章 今後の対応 ................................................. 27 

  １ 建築物の更新費用の詳細な把握 ............................... 28 

  ２ 更新費用の縮減と計画的な取組みによる平準化を図る方策の検討 . 28 

   （１） 公共施設の集約・効率化 ............................... 29 

   （２） 公共施設の配置見直し ................................. 31 

   （３） 予防保全等による公共施設の長寿命化 ................... 31 

  ３ 全庁的な公共施設マネジメントを行う組織の検討 ............... 32 

  ４ 白書の定期的な作成 ......................................... 32 

 

 



 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   第１章 岐阜市の概要 

     

    １ 市の人口   

    ２ 市の財政状況 
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１ 市の人口 

（１） 人口の推移と将来推計 

 

本市の人口は、昭和 60年以降、減少傾向にあったものの、平成 18年の柳津

町との合併により 41.3万人となり、それ以降は、おおむね同規模で推移してい

ます。 

本市が行った推計では、岐阜市の人口は、およそ 10年後の平成 32年で 40.4

万人（推計人口①）と、ゆるやかな減少傾向になると見込まれます。 

 
 

 

   

 

※ 市推計人口①は、直近 5 年間の社会動態（転入と転出による人口の変動）の傾向が今後も続くと仮

定した場合の推計値です。市推計人口②は、社会動態が 0と仮定した場合の推計値です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「岐阜市総合計画 2013－2017」P29 より 

岐阜市の人口の推移と将来推計 
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 （２）人口構成の推移と将来推計 

 

年齢 3区分ごとに本市の人口を見ると、今後、少子高齢化の傾向はさらに進

むものと推定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 人口集中地区の状況 

 

人口集中地区※３は拡大傾向にある一方、人口集中地区内の人口密度は低下傾

向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※３ 人口集中地区：国勢調査区を基礎単位とし、人口密度が 1㎢あたり 4,000人以上の地区 

      が隣接し、その隣接する 2つの地区の人口が 5,000人以上になる地域です。  

出典：「岐阜市総合計画 2013－2017」P30 より 

岐阜市の人口構成の推移と将来推計 

出典：「岐阜市総合計画 2013－2017」P31 より 

岐阜市の人口集中地区の拡大状況 
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２ 市の財政状況 

（１） 歳入 

 

歳入決算額の過去 10年間の推移を見てみると、減少傾向であった歳入決算額

が、柳津町との合併（平成 18年 1月 1日）後、平成 18年度から増加傾向とな

っています。 

国・県支出金について、平成 20年度は定額給付金の支給、平成 22年度は子

ども手当の新設のため、増加しています。 

また、市税収入については、景気変動や税制改正の影響による増減はありま

すが、おおむね同規模で推移しています。 

 

 

  

出典：岐阜市財政部財政課 HP より 
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（２） 歳出 

 

歳出決算額は、歳入決算額と同様、柳津町との合併後、平成 18年度から増加

となっています。特に平成 21年度は、定額給付金支給などにより大幅に増加し

ました。 

これまで本市では、市債の発行抑制により公債費の縮減を図ってきました。

また、職員定数の削減や給与の適正化等の行財政改革に努めた結果、団塊の世

代の退職に伴う退職金がピークとなった平成 19年度以降、人件費が減少してい

ます。 

 しかしながら、高齢化の進展や景気悪化による生活保護費の増加などの影響

で扶助費は増加傾向にあります。 

投資的経費※４は、東部クリーンセンターが完成した平成 9年度以降、平成 17

年度まで減少が続いていましたが、平成 18年度には、文化産業交流センターの

取得及び岐阜駅西地区市街地再開発などにより増加へと転じました。 

 

 

 

※４ 投資的経費：道路・橋りょう、公園、小中学校、市営住宅の建設など、将来に残る社会資

本の整備に使われる経費のことをいいます。 

 

出典：岐阜市財政部財政課 HP より 
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（３） 財政の健全度 

 

 本市の財政の健全度を測るため、普通会計※５の義務的経費比率で中核市の平

均と比較します。 

 義務的経費は、地方公共団体の政策判断によって内容の見直しが柔軟にでき

る裁量的経費とは異なり、その支出が義務づけられ任意に削減できない生活保

護費などの「扶助費」、借入金の返済に充てられる「公債費」、退職手当を含

む職員給与等の「人件費」の 3つの費目からなります。 

この義務的経費が歳出に占める割合を義務的経費比率といい、数値が低いほ

ど地方公共団体独自の施策を行う余力があると言えます。本市は平成 23年度

49.4となっており、中核市の平均値（53.0）と比べ低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

※５ 普通会計：個々の地方公共団体で会計区分が異なるため、他市との財政比較を可能とする

ために全国統一のルールに基づいて作成される統計上の会計のことです。本市においては

一般会計、母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計、土地区画整理事業特別会計、育英資金貸

付事業特別会計、薬科大学附属薬局事業特別会計で構成し、会計間の金銭の移動を控除し

たものです。  

＊ 中核市：各市照会による平均値 

＊ 義務的経費比率＝（普通会計における人件費・扶助費・公債費の総額／普通会計の歳出）

×100 

出典：岐阜市財政部財政課 HP より 
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   第２章 建築物の現状 

 
     1  建築物の区分 

   ２ 施設区分ごとの棟数と延床面積 

    ３ 建築年度ごとの延床面積 

    ４ 耐震化の実施状況 
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 １ 建築物の区分 

  

平成 24年 4月 1日時点で、本市が所有する行政財産である建築物と普通財産

の競輪場（以下、これらを「建築物」といいます。）については、用途によって

以下のとおり区分します。個々の建築物の施設区分については、巻末の「岐阜

市公共施設白書 対象公共施設一覧」に掲載しています。 

 

 

 

※ 小中学校は、文教施設に含まれますが、延床面積等が大きいため、単独の施設区分とします。 

 

 

 

施設区分

市営住宅 市営住宅

小中学校

文化・コミュニティ
施設

公園施設

企業会計 企業財産

コミュニティセンター、集会施設、文化会館等

公園施設

揚排水機場、水防団倉庫、駐車場、競輪場等

上下水道施設、病院、卸売市場(中央)

施設例

一般会計
　 及び
特別会計

行政施設

環境施設

福祉・保健施設

産業振興施設

文教施設

その他

市庁舎、事務所、消防署・分署、防災施設等

環境事務所、ごみ処理施設、斎苑等

保育所、児童福祉施設、高齢福祉施設、障がい福祉施設、保健所
健康センター等

観光施設、勤労者施設、コンベンション施設、卸売市場(食肉)等

小学校、中学校

幼稚園、高等学校、大学、公民館、青少年会館、体育施設、博物館
図書館等
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２ 施設区分ごとの棟数と延床面積 

 

本市が所有する建築物は、平成 24年 4月 1日時点において、全体で 2,766棟、

延床面積で約 149万 1千㎡になります。 

本市において、棟数が最も多く、かつ延床面積が最も大きいものは、小中学

校です。小中学校と文教施設を合わせた教育関連の施設が、延床面積全体の半

分近くを占めます。 

 なお、公園施設が、棟数の多さに比べて延床面積は小さいのは、多くが小規

模な公衆便所であることによるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

  

棟数 延床面積(㎡)

行政施設 123 48,375

環境施設 113 51,225

市営住宅 244 215,219

福祉・保健施設 83 51,295

産業振興施設 74 58,842

小中学校 990 544,980

文教施設 188 168,291

文化・コミュニティ施設 26 56,152

公園施設 547 17,404

その他 182 68,168

企業財産 196 211,119

2,766 1,491,070

(複合施設は、棟数では用途毎に１棟として計上)

施設区分

総計
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３ 建築年度ごとの延床面積 

  

下のグラフは、建築年度ごとの延床面積を表示しています。 

昭和 56年 6月に改正される前の建築基準法に基づいて建築された、いわゆる

「旧耐震基準」の建築物と、改正後に建築された「新耐震基準」の建築物が、

約半分ずつを占めています。 

昭和 53年度から 56年度にかけて建設が集中しており、市営住宅と小中学校

が大きな割合を占めています。 

なお、平成 3年度に企業財産の延床面積が大きく増加しているのは、市民病

院と中央卸売市場の建築によるものです。 
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４ 耐震化の実施状況 

 

旧耐震基準の建築物 498棟のうち、耐震化が必要なものは 336棟ありました。

そのうち 309棟については、平成 27年 3月時点で耐震化が実施済みとなってい

ます。未実施の 27棟についても、計画的に耐震化を実施していくこととしてい

ます。 

 

※ 耐震診断は、旧耐震基準により建築された下表の市有建築物について、平成７年度から平

成 23 年度にかけて実施しました。その結果、耐震性に問題があった市有建築物を耐震化整

備計画に基づき、耐震化の対象としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築物の用途 建築物
防災活動拠点等重要な建築物
(庁舎、消防庁舎、避難所施設等)
小中学校等
幼稚園
保育所(社会福祉施設を含む)
高等学校
市営住宅
その他の施設

居室等のある建築物全て
(倉庫、自転車置き場等を除く)

階数３以上かつ延床面積1,000㎡以上

出典：岐阜市有建築物耐震化整備計画より 
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   第３章 将来の更新費用 

      に関する試算 

 

    １ 建築物の更新費用の試算 

    ２ インフラ資産を含めた市全体の

        更新費用の試算 
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１ 建築物の更新費用の試算 

 

平成 24 年 4 月 1 日時点で、建築物の

経過年数をみると、30 年以上経過した

建築物の面積が 55％と全体の半分以上

を占めます。 

これらの建築物は、近い将来に耐用年

数を迎えることになります。 

厳しさを増す財政状況下において、こ

れらの建築物を計画的かつ適切に更新

していくためには、まず更新費用が集中

する時期や費用を把握し、財政への影響

を見定めることが必要です。 

そこで、本市の建築物がいつ更新費用

のピークを迎えるのかを、以下の方法で

試算します。 

 

※  将来の更新費用については、一定条件のもとで行った試算であるため、実際に発生する 

   費用とは異なります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

試算の方法 

１ 更新の条件 

 平成 24年 10月１日の時点で、廃止の方針が明らかになっている建築

 物を除き、すべて現状規模のまま建替えることとします。 

 

 ２ 耐用年数の条件 

 耐用年数は、建築物の所管部局が想定している耐用年数とします。た

 だし、耐用年数が想定されていない建築物については「減価償却資産

 の耐用年数等に関する省令(昭和 40年 3月 31日大蔵省令第十五号)別

 表第一 機械及び装置以外の有形減価償却資産の耐用年数表」に基づ

 いて設定します。 
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３ 更新費用の条件 

(１) 前提条件 

 ア ごみ処理施設、斎苑、揚排水機場は設備費も含めて試算します。 

 イ 一部事務組合が所有する建築物のうち、本市において高額な負担

    金が予測されるもの(岐阜羽島衛生施設組合のごみ・し尿処理施

    設と岐阜地域児童発達支援センター組合の障がい児施設)は対象

    に含めて試算します。 

 

(２) 試算方法 

ア 耐用年数を迎える年に更新することとし、その年に更新費用を計

   上することとします。ただし、既に耐用年数を経過しているもの

    は平成 25年(2013)に計上します。 

イ 更新費用＝建築物の延床面積 × 更新費用の㎡単価 

更新費用の㎡単価：総務省が提供する公共施設等更新費用試算ソ

フトの更新単価を利用します。施設区分ごとに次のように設定し

ます。この費用には、建替えに伴う解体、仮移転費用、設計料等

も含まれています。 

 

 

 

 

 

 

㎡単価

40万円

36万円

28万円

保育所、児童福祉施設 33万円

上記以外 36万円

林業・農業施設 36万円

上記以外 40万円

33万円

幼稚園 36万円

高等学校、大学 33万円

上記以外 40万円

40万円

33万円

36万円

36万円

施設区分

行政施設

環境施設

その他

企業財産

産業振興施設

文化・コミュニティ施設

市営住宅

福祉・保健施設

小中学校

文教施設

公園施設
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 以上の条件で、本市の今後 50 年間における建築物の更新費用を試算すると、

次のようになります。 

建築物の建設には設計や解体を含め、複数年を要することが多いため、5年毎

にまとめて表示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今後 50年間で約 5,300億円の更新費用が必要となり、平成 45～54年度に更

新費用のピークを迎えると見込まれます。 
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次に、先の表を棟数が最も多くかつ延床面積が最も大きい小中学校とそれ以

外の建築物に分けて表示すると、次のようになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 45～54年度に更新費用がピークを迎えるのは、平成 45～49年度に東部

クリーンセンターの更新時期を迎え、続いて平成 50～54年度に小中学校の更新

時期が集中することによるものです。  

小中学校以外の建築物の更新費用 

 

小中学校以外の建築物の更新費用は 50 年間で 

約 3,540 億円と見込まれます。 

平成 45～49 年度に更新費用が突出しています 

が、これは東部クリーンセンター(環境施設)が 

耐用年数を迎え、その更新費用が多額になること 

によるものです。 

小中学校のみの更新費用 

 

小中学校の更新費用は 50年間の総額がおよそ 

1,760 億円と見込まれます。 

平成 50～54 年度に耐用年数を迎える建築物が 

集中することから、更新費用がピークになると 

見込まれ、この 5年間ではおよそ 560億円の更新 

費用が必要と見込まれます。 
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２ インフラ資産を含めた市全体の更新費用の試算 

 

 建築物の更新費用に、道路や橋りょう、上下水道の管路等の都市基盤である

インフラ資産に係る更新費用を合算し、市全体の公共施設に係る更新費用を試

算しました。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 建築物の更新費用が平成 45～54年度にピークを迎えた後、平成 55年度から上

下水道管路の更新費用が漸増すると見込まれます。

インフラ資産の更新費用の試算方法 

【上下水道管路】  更新費用＝管径別の延長(ｍ)×過去の工事実績等による更新単価 

             (耐用年数：上水道管 60 年、下水道管 75年)    

【道路、橋りょう、トンネル、道路舗装、側溝、準用河川改修 等】 

           ・ 橋りょう＝過去の工事実績を参考に橋梁の種類により算出 

             (耐用年数 60年) 

           ・ トンネル＝延長(ｍ)×過去の工事実績による更新単価 

             (耐用年数 75年) 

           ・ 道路舗装、側溝、都市計画道路、準用河川改修、水路改良 

             ＝過去 3年間の実績の平均による計上 
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  第４章 更新費用における一般財源 

及び市債の償還金の試算 

 

     １ 一般財源及び市債の試算方法 

     ２ 一般財源の試算 

     ３ 市債の償還金の試算 

     ４ 将来における本市の負担額の 

     試算 

  



 

 

20 

 

１ 一般財源及び市債の試算方法 

 

 公共施設を整備する場合、右図のとおり、整備に要

する費用の一部に国の補助金の活用を図るとともに、

世代間の負担の公平、財政負担の平準化の観点から市

債※６の発行を行い、施設整備時における市の負担軽

減を図っています。 

 そこで、本市の負担である、整備の際に充てる一般

財源※７と、後年度に本市の負担となる市債の償還金

について、試算します。 

 

※６ 市債：市が必要な財源を調達するために負担する債務、すなわち借入金のことで、複数年

度にわたって元利金を償還します。 

※７ 一般財源：市税、地方譲与税、地方交付税等、使い道が特定されず、どのような経費にも

使用できる財源です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【試算の方法】 

現行制度が将来もこのまま続くものとして、次の条件で試算します。 

１ 国の補助額の試算 

  (１)現行、国の補助がある施設について、平成 24年度の国庫補助の比率の例により、更新費用のうち下記の割合で 

 国の補助が受けられるものとします。 

ア ごみ処理施設、児童福祉施設及び小中学校・・・更新費用の 33％ 

イ 市営住宅・・・更新費用の 50％ 

２ 市債の試算 

(１) 平成 24年度の起債充当率で上限まで市債を充てることとします。 

(２) 現行、国の補助がある施設については次のとおり、市債を充てることとします。 

ア 市営住宅       ・・・更新費用の 50％ ＝(更新費用－国庫補助(50％))×市債の充当率(100％) 

イ ごみ処理施設と小中学校・・・更新費用の 60％ ＝(更新費用－国庫補助(33％))×市債の充当率(90％) 

ウ 児童福祉施設     ・・・更新費用の 54％ ＝(更新費用－国庫補助(33％))×市債の充当率(80％) 

(３) 国の補助がない施設については、次のとおり市債を充てることとします。 

ア 更新費用が 1,000万円を超える施設・・・更新費用の 75％ 

イ 更新費用が 1,000万円以下の施設  ・・・更新費用に市債を充てない。 

(４) 市債の償還金については、市債の発行から３年間元金据え置きとして、その後、25年間で償還を行うこととし、 

 平成 24年度の利率で試算します。 
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３ 一般財源の試算 

(１)更新費用から「１ 国の補助額の試算」により試算した国の補助金及び「２ 市債の試算」により試算した市債によ

って充当する額を除いた金額を、一般財源とします。 

以上の結果、更新費用の内訳比率は、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 企業財産の施設について 

 企業財産の建築物及び上下水道の管路の更新費用については、原則、企業会計の料金収入等によりまかなわれますが、 

一部、一般会計において負担をするものがあります。平成 24年度を例に、一般会計の負担分を試算します。 

 

１ 平成 24 年度の一般会計からの負担分 

  企業財産の施設の更新費用のうち、下の表の(Ａ)＋(Ｂ)が、一般会計からの負担分となります。 

(１)更新費用における一般会計からの負担分(Ａ) 

ア 下水道の処理場・・・更新費用の１％＝(更新費用―国庫補助(55％))×企業債の充当率(95％)÷２ 

(２)企業債における一般会計からの負担分(Ｂ) 

  ア 中央卸売市場・市民病院・・・企業債の元利償還金の 50％ 

  イ 下水道の処理場及び下水道の管路・・・企業債の利息分の 80％ 

※ 更新費用における一般会計からの負担分(Ａ)については一般財源で、企業債における一般会計からの負担分(Ｂ)に 

  ついては市債の償還金で計上することとします。 

２ 企業債の試算 

(１)次の割合で企業債を充てるものとします。 

ア 中央卸売市場 ・・・更新費用の 60％ ＝(更新費用－国庫補助(33％))×企業債の充当率(90％) 

イ 市民病院   ・・・更新費用の 100％ 

ウ 下水道の処理場・・・更新費用の 43％ ＝(更新費用－国庫補助(55％))×企業債の充当率(95％) 

エ 下水道の管路 ・・・更新費用の 50％ ＝(更新費用－国庫補助(50％))×企業債の充当率(100％) 

(２)下水道の企業債は、５年元金据え置きとして、その後 30年間で償還を行います。 

 

 

施設区分 施設の種類 補助(＊１) 市債(＊２) 一般財源(＊３) 計
環境施設 ごみ処理施設 33% 60% 7% 100%

市営住宅 市営住宅 50% 50% 0% 100%

福祉・保健施設 児童福祉施設 33% 54% 13% 100%
小中学校 小中学校 33% 60% 7% 100%
その他 駅西駐車場 100% 100%

更新費用が1,000
万円を超える施設

75% 25% 100%

更新費用が1,000
万円以下のもの

0% 100% 100%

上記以外の
施設

更新費用の内訳比率

補助 企業債
企業会計の
料金収入等

による負担

更新費用における
一般会計からの負担分(A)

計
企業債における
一般会計からの負担分(B)

33% 60% 7% 0.0% 100%
企業債の元利償還金の
50％

0% 100% 0% 0.0% 100%
企業債の元利償還金の
50％

処理場 55% 43% 1% 1% 100% 企業債の利息の80％
管路 50% 50% 0% 0.0% 100% 企業債の利息の80％

企業財産

下水道

施設の種類

中央卸売市場

市民病院
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２ 一般財源の試算 

 

公共施設（インフラ資産を含む。）の更新費用から、国の補助金や市債によっ

て充当する金額を除き、その年度に必要と見込まれる実質的な負担額（一般財

源）を試算しました。 

また、その負担額と直近 5年間（平成 19～23年度）における公共施設の新設

及び更新に用いた一般財源の合計（以下「過去実績①」といいます。）との比較

を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「過去実績①」に比べ、今後の「更新費用における一般財源」が下回ってい

ます。 

 なお、市債の試算において市債を上限まで発行することを前提としているこ

と、「過去実績①」には公共施設の更新だけでなく新設も含んでいることに留意

する必要があります。 

   

【過去実績①について】 

総務省が毎年実施する地方財政状況調査（以下、「決算統計」といいます。）から、本市におけ

る投資的経費の直近 5 年間の決算額のうち、建築物、道路、橋りょうなどの公共施設の新設及び

更新に用いた一般財源を合算しました。 

 

 
(百万円) H19 H20 H21 H22 H23

直近５年間
の実績

過去の公共施設の新設及び更新に
係る一般財源　 (過去実績①)

5,374 6,089 5,530 5,090 3,382 25,464

公共施設の新設及び更新に係る一般財源の過去実績
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３ 市債の償還金の試算 

 

更新費用の試算において市債によって充当するとした金額について、その償

還金の試算を行い、直近 5年間（平成 19～23年度）における公共施設の新設及

び更新に係る市債の償還金の過去実績の合計（以下「過去実績②」といいます。）

との比較を行いました 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「更新費用における市債の償還金」が、平成 55～69年度に「過去実績②」を

上回る見込みです。しかしながら、これは市債を上限まで発行する前提での試

算であるため、例えば、更新費用に係る市債の発行を抑制し、代わりに一般財

源で負担することで、後年度の償還金の軽減を図ることが可能となります。 

ただし、更新費用の試算には公共施設の新設に係る分が含まれていないこと

から、その点に留意する必要があります。 

 

【過去実績②について】 

直近 5年間の決算統計における市債の償還金のうち、過去の公共施設の新設及び更新に係

るものを合算しました。 

 

  
(百万円) H19 H20 H21 H22 H23

直近５年間
の実績

過去の公共施設の新設及び更新に
係る市債の償還金　(過去実績②)

16,634 15,958 14,783 13,898 13,296 74,569

公共施設の新設及び更新に係る市債の償還金の過去実績
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４ 将来における本市の負担額の試算 

 

 「２ 一般財源の試算」の更新費用における一般財源と、「３ 市債の償還金

の試算」の今後の更新費用に充当する市債の償還金のほか、過去に発行した市

債の償還金について合算し、将来における市の負担額を試算しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 更新費用における一般財源と市債の償還金を合わせた「将来における市の負

担額」は、「過去実績①」と「過去実績②」を合わせた「過去実績③」を下回っ

ています。その差額分が公共施設の新設等に充てられる額になりますが、平成

50年度以降は、公共施設の新設等を行う余地が小さくなるものと推測されます。 

 今回の試算は現在の国の補助制度や地方債制度が将来も現行のまま続くこと

を前提としており、また、平成 19～23年度の過去実績のみとの比較であること

から、将来、制度状況、経済状況、人口動態などの要因により、財政的に試算

より厳しくなることも考えられます。 
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【過去実績③について】 

   過去実績における一般財源と市債の償還金を合算し、直近 5年間の公共施設の新設及び更

新における本市の負担額を表しました。 

 

 

 

  

(百万円) H19 H20 H21 H22 H23
直近５年間

の実績

過去の公共施設の新設及び更新に
係る一般財源　 (過去実績①)

5,374 6,089 5,530 5,090 3,382 25,465

過去の公共施設の新設及び更新に
係る市債の償還金　(過去実績②)

16,634 15,958 14,783 13,898 13,296 74,569

過去実績③ 22,008 22,047 20,313 18,988 16,678 100,034

過去実績③　＝　過去実績①＋過去実績②

公共施設の新設及び更新における一般財源と市債の償還金の過去実績
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  第５章 今後の対応 
 

   １ 建築物の更新費用の詳細な把握 

        ２ 更新費用の縮減と計画的な取組みによる平準化 

                  を図る方策の検討 

       ３ 全庁的な公共施設マネジメントを行う組織 

                  の検討 

       ４ 白書の定期的な作成 
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１ 建築物の更新費用の詳細な把握 

 

 本書は、公共施設（インフラ資産を含む。）の更新時期とその費用について、今

後 50年間の傾向を把握することを目的に、一定の条件に基づいて試算しました。 

 その結果、公共施設の更新費用は、平成 45～54 年度にかけてピークを迎え、本

市の財政は平成 50 年度以降公共施設の新設等を行う余地の少ない状況になること

がわかりました。 

 そのため、本市は、将来の厳しい財政状況に備えて、更新費用の縮減等の方策に

取り組んでいく必要があります。そこで、まずは今後 20 年間程度を目安として、

所管部局の更新方針を踏まえた実態に即した更新費用を把握し、財政の中期的な見

通しとの関係を踏まえながら、本市にとって効果的な方策について検討を行います。 

 

 

 

２ 更新費用の縮減と計画的な取組みによる平準化を図る方策の検討 

およそ平成 45 年度からはじまる公共施設の更新費用のピークに備え、将来の公

共施設の更新費用の縮減と計画的な取組みによる平準化を図るため、次の 3 つの方

策について検討していきます。 

なお、検討にあたっては、将来の人口減少、少子高齢化の進展、都市構造や

経済状況の変化等を踏まえる必要があります。 
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（１） 公共施設の集約・効率化 

 

今後、公共施設の投資に回すことができる金額は、少子高齢化の進展や

国・県からの補助金の減少等の外的要因により、今より厳しくなることが考

えられます。そのため、今後も健全な財政状況を維持していくために、公共

施設の集約・効率化を図り、施設総量の適正化を図っていくことを検討しま

す。 

施設の総量の適正化を図りながら、新たな行政サービスを行う施設が必要

な場合については、まずは既存の施設で対応可能か検討を行い、それが難し

い場合には、人口予測や需要を踏まえた本市のあるべき総量（上限とする延

床面積）の範囲内に留まるよう努め、公共施設全体の総量をむやみに増やさ

ないようにすることが有効と考えます。 

また、本市では、将来の人口規模や人口構成を踏まえ、コンパクトな市街

地が互いに連携した都市構造を目指しています。高齢者の方や車に乗ること

ができない交通弱者の方も、歩いて移動できる身近な範囲で日常生活が完結

する集約型都市構造であれば、快適な生活を送ることができます。 

そのため、日常生活に必要な商業施設や病院などの公益施設がまとまって

立地する生活拠点の形成に、公共施設の集約・効率化は有効と考えます。 

 

なお、施設の集約・効率化を行う方策として、以下のようなことが考えら

れます。 

 

(ア) 公共施設の複合化による集約化 

「一つの目的に一つの施設」では、駐車場、玄関、事務室、

内部用会議室、トイレ等の共有部分をそれぞれの施設で持た

なければなりません。そこで施設の複合化により、一般的に

施設の面積の 4 割を占めると言われる共有部分を減らすこ

とができれば、サービスの低下を招くことなく、その総量を

縮減することができると考えます。 

また、複数の機能を合わせ持つことで、機能相互の連携が

 公共施設の集約・効率化 

 公共施設の配置見直し 

 予防保全等による公共施設の長寿命化 
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図られ、より利便性の高い市民サービスが提供可能となるこ

とも期待できます。このような点からも、一つの施設で複数

の機能を合わせ持つ、施設の複合化は有効と考えます。 

 

(イ) 公共施設の用途転用による効率化 

 新たなニーズに対して、需要が小さくなった既存の施設の

用途を変更するなど再活用し、新規整備を必要最小限に留め

ることが必要と考えます。 

 また、従来のように施設を更新する場合に用途をあらかじ

め固定してしまうと、将来の地域の人口構成等の変化に対応

ができず、余剰なものとなってしまう恐れがあります。その

ため施設を更新する際に、転用や複合化を行いやすい設計で

建築する「スケルトン・インフィル方式※８」を採用するな

ど、需要の変化に柔軟に対応できるような構造で更新するこ

とが有効と考えます。 

 
 

 

 

 

※８ スケルトン・インフィル方式：柱や骨組みといった建物の躯体（スケルトン）で建物を支

えることで、仕切り壁を簡易なものにし、部屋の内装や設備（インフィル）を容易に変更

することができる手法。社会情勢や地域の実情等に合わせて施設の機能や用途を安価に変

更することが可能です。 
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（２） 公共施設の配置見直し 

 

  市全体の視点から、必要とされるサービスを維持しつつ、需要が小さくな

った施設については統廃合などの配置見直しによる適正化を検討する必要

があると考えます。 

例えば、児童生徒数が減少した小中学校について、最大限の教育効果が見

込める適正な学校規模とするために統廃合を行っています。学校以外の施設

についても、需要の変化に対応した統廃合等の検討が必要と考えます。 

   また、政策目的は異なりますが、類似した機能を持っている施設があり

ます。需要が小さくなったものについては、他の類似した機能をもつ施設

と統合することで、稼働率の向上や各施設の利用者同士の交流など、相乗

効果が期待できると考えます。 

  

（３） 予防保全等による公共施設の長寿命化 

 

本市においても、公共施設の種別によっては長寿命化計画などを策定し、

従来の傷んでから治すという「事後保全」型の維持管理から、傷みが小さい

うちに対策を行い長持ちさせる「予防保全」型の維持管理に転換を図ってい

ます。施設の長期寿命化によるコスト減や、保全のために必要な予算の計画

的な把握を図るため、「予防保全」型の維持管理を行っていくことが必要と

考えます。 

他都市の事例では、水道管の更新時や耐震化にあわせて、壊れにくく、腐

食に強く、施工性にすぐれた排水管材料を選定し、合わせて内外面に腐食対

策等を実施することによって、法定耐用年数 40年から 60年への延命化を図

っているところもあります。更新時に、建築材料をすぐれたものに工夫する

ことで、施設を長寿命化させることができます。  

また、巨額の更新費用が必要な大規模な施設については、老朽化調査を行

い、施設の改修・更新優先度を評価することによって、更新時期が重なる施

設の中で優先度の低いものを修繕しながら長期的に利用して、更新時期をず

らす方法も有効と考えます。  
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３ 全庁的な公共施設マネジメントを行う組織の検討 

 

現在、所管部局による施設の維持更新により、実態に即した個別の対応を

行っています。しかし、前述した公共施設の更新費用の縮減や平準化に向け

た取組みを進めていくには、所管部局内の検討では困難と考えられます。そ

のため、全庁的な視点から公共施設マネジメントを行う組織について、検討

していくことが必要と考えます。 

 

４ 白書の定期的な作成 

 

本書は、現状の継続を前提とした試算であるため、今後の本市の取組みの

ほか、国の財政状況や社会環境など、さまざまな要因により、将来の更新費

用が大きく変動することが考えられます。そのため、白書を定期的に作成し、

できる限り実態に即した予測を行う必要があると考えます。 



















 

 

 

 



 

 

 

 

 


